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１．東日本大震災と福島第１原発災害② 

 福島原発災害の特殊性 
 福島原発事故の位置（広島－長崎－福島、ハリスバーグ－チェルノブイリ－

フクシマ、の交点→世界における原子力災害のフクシマの位置） 
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2011 
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１．東日本大震災と福島第１原発災害④ 
放射性物質汚染対処特措法に基づく汚染状況重点調査地域と除染特別地域 

図2 除染特別地域 

図1 汚染状況重点調査地域 「汚染状況重点調査地域」とは、1時間当たり0.23マイクロ
シーベルト以上の地域について重点的に調査測定が必要な
地域として指定されている地域。 

「除染特別地域」と
は、国が除染の計
画を策定し除染事
業を進める地域とし
て、基本的には、事
故後1年間の積算線
量が20ミリシーベル
トを超えるおそれが
あるとされた「計画
的避難区域」と、東
京電力福島第一原
子力発電所から半
径20km圏内の「警
戒区域」。 



原発災害       ２‐１ 初動期の対応① 

福島原発災害の特殊性 
－トリプル災害（地震・津波・原発事故）＆プラスアルファ 
 
－初動期の悲劇（災害時における政府・自治体のガバナンス力） 
  ・情報不足による悲劇的避難 
    自治体首長の避難に対する“孤独な”政策決定 
  ・「除染」への過重な期待 
    「放射線防護」の選択肢の一つとしての「除染」であるべき。 
    しかし、除染の効果や限界が次第に明らかになったり、除染物質の 
            仮置場の決定が難しかったり、除染がなかなか進まない。 
  ・「除染」、「賠償」、「帰還」、「復興」 などのばらばらな対応。  
  
－「原発事故収束宣言」の住民に対する不明瞭さと原発再稼動への動き 
 
－避難・復旧復興の長期化、広域化、複合化 
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3月11日 14：46 
 
15：33 
 
 
15：42 
21：23 

M9.0の大地震発生、浪江町では震度6強を計測 
町内各所で建物倒壊や道路損壊が発生し、大きな被害発生 
大津波の第1波が浪江町沿岸部に到達、以降数波の大津波が到達 
地震、津波での死亡・行方不明者184名、流失戸数約604戸 
町民の多くは町内12施設に避難 
第1原発で電源喪失の旨、東電から政府へ通報（※浪江町への連絡なし） 
政府、第1原発の半径3km圏内の住民に避難指示 
政府、半径3～10km圏内の住民に屋内退避指示（※浪江町への連絡なし） 

3月12日 05：44 
 
13：00 
15：36 
18：25 
夕～夜 

政府、10km圏内の住民に避難指示（※浪江町への連絡なし） 
浪江町でも10km圏外への避難誘導及び避難開始 
浪江町、津島支所へ災害対策本部移転を決定 
1号機で水素爆発が発生 
政府、20km圏内の住民に避難指示（※浪江町への連絡なし） 
浪江町でも20km圏外への避難誘導及び避難を開始 

3月14日 11：01 3号機で水素爆破が発生 

3月15日 04：30 
06：00 
06：10 
10：00 
11：00 
同日中 

浪江町独自の判断で町外への避難決定、二本松市との調整開始 
４号機で爆発音 
2号機で爆発音 
浪江町全域に避難指示発令（町長）、二本松市への避難決定 
政府、20～30km圏内住民への屋内退避指示（※浪江町への連絡なし） 
二本松市内に避難所開設、同市東和地域に災害対策本部を設置 

4月22日 00：00 
09：44 

政府、20km圏内を警戒区域に設定 
政府、計画的避難区域の設定 

原発災害      ２‐１ 初動期の対応② 福島県浪江町 （筆者作成） 
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3月11日 14：46 
 
15：42 
21：23 

M9.0の大地震発生、直ちに災害対策本部設置 
南相馬市、双葉郡からの避難者受け入れに取り組む（最大で1,300人） 
第1原発で電源喪失の旨、東電から政府へ通報 
政府、第1原発の半径3km圏内の住民に避難指示 
政府、半径3～10km圏内の住民に屋内退避指示 

3月12日 05：44 
15：36 
18：25 

政府、10km圏内の住民に避難指示 

1号機で水素爆発が発生 
政府、20km圏内の住民に避難指示 

3月14日 11：01 3号機で水素爆破が発生 
村外からの避難者は村を退去 

3月15日 06：00 
06：10 
昼頃 
18：20 

４号機で爆発音 
２号機で爆発音 
放射線量が急に上昇、15μSv/hrに 
44.7μSv/hrにさらに上昇 

3月18日 県外避難希望者の集団移転を決定(鹿沼市総合体育館） 

3月30日 IAEA、放射線レベルが避難基準の２倍に達し避難勧告の対象と、政府に勧告 

3月31日 政府、IAEAの勧告を受け入れず 

4月 ４日 京大・今中氏らは、低濃度地区への避難、子ども・妊産婦の村外避難を提案 

4月 ６日 妊産婦・3歳未満の乳幼児の村外避難を決定 

4月11日 政府、「計画的避難区域」の設定を発表 

4月22日 政府から「計画的避難区域に指定する」文書が送付された 

5月 9日 全村避難計画を県に提出 

5月15日 第1次避難（乳幼児・妊産婦のいる世帯、18歳未満の子どものいる世帯、放射線量の高
い地域の世帯－1,041戸）。ちなみに全村避難完了は8月上旬となった。 

原発災害      ２‐１ 初動期の対応③ 福島県飯舘村 (筆者作成） 
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原発災害      ２‐２ 長期化する応急仮設住宅① 

出典：浪江町復興ビジョン 7 



原発災害    ２‐２ 長期化する応急仮設住宅② 

 福島県における木造仮設住宅供給の背景 
 
   ・福島県における東日本大震災・福島第一原発災害による避難の特質 
    →長期化、広域化、複合化 
    →仮設住宅供給も「二段階方式」などが必要になるのではないか。 
  
   ・「地域循環型住まいづくり」 
    ※「住宅マスタープラン」・「住生活基本計画」策定時に重視した観点 
    ※より包括的には「地域循環型経済システム」の再構築 
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原発災害      ２‐２ 長期化する応急仮設住宅③ 

撮影：筆者 9 



 
 
 

 

原発災害      ２‐２ 長期化する応急仮設住宅④ 

10 撮影：筆者 



復興への道   ３‐１ 放射線汚染による地域区分①     

2012.3.30 現在 

出典：避難指示区域と警戒区域の概念図（経済産業省） 11 

                                           2012.11.30 現在     警戒区域と避難指示区域の概念図              
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帰還困難区域 

居住制限区域 

避難指示解除準備区域  

浪江町の復興に立ちはだかる放射線汚染 

（2011.12.18、政府より提示） 

復興への道   ３‐1 放射線汚染による地域区分②     

出典：第4次航空機モニタリングの結果（文部科学省） 12 

浪江町 



浪江町が町民に示した区域見直し案① 

復興への道   ３‐１ 放射線汚染による地域区分③ 

出典：警戒区域及び計画的避難区域の再編成（浪江町） 13 

2012年3月31日時点の線量分布（11月の
航空機モニタリング結果をもとに予測） 
※本図は、国有林を除く面積比の大半を占 
   める線量に基づき、機械的に区域の境界 
   を示したもの。 



復興への道  ３‐２ 「原発災害子ども・被災者支援法」 

 長期化・広域化する避難生活者の支援 
  ・避難生活者の実態 
    ‐放射線汚染の収束見通しと「災害救助法」による避難所・仮設住宅（みなし仮 
     設を含む）の供与期限 
    ‐「被災者生活再建支援法」の適用拡大 
    ‐広域避難者の支援格差（みなし仮設、賠償、健康管理、住民票・・） 
 

  ・「原発事故子ども・被災者支援法」（2012.6成立）の具体的展開 
    ‐「チェルノブイリ法」（1991年）では年間1mSvを超える被曝量の地域を「選択的 
     避難地域」に指定され、「避難する権利」が認められている。 
    ‐具体的な内容は、復興大臣が取りまとめ、閣議決定で定められる「基本方針」 
     に委ねられているが、なお決定されていない。 
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  福島県復興ビジョン（110810） 
 
 ３つの基本理念 
  ○原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり 
  ○ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興 
  ○誇りあるふるさと再生の実現  
 ７つの主要施策 

  ○緊急的対応    ①応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援 

  ○福島の未来を見据えた対応 

               ②未来を担う子ども・若者の育成 

               ③地域のきずなの再生・発展 

               ④新たな時代をリードする産業の創出 

               ⑤災害に強く、未来を拓く社会づくり 

               ⑥再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり 

    ○原子力災害対応⑦原子力災害の克服 

復興への道   ３‐３ ふるさと再生に向けた復興ビジョン② 
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復興への道  ３‐３ ふるさと再生に向けた復興ビジョン③ 

浪江町復興計画の基本理念と避難生活への対応 
 
 １．被災地や被災者に寄り添うこと 
 ２．復興とは何か 
   ・「ふるさと」の復興とは何か？人間の復興は？  
   ・ふるさとに帰れない人，帰りたくない人の復興支援策は？ 
 
    すべての町民の暮らしを再建する～どこに住んでいても浪江町民～  
 ３．放射線汚染の安全性と除染の進め方 
 ４．「われわれは３年辛抱できるかどうか自信がない」ことに対して，何をするか。 
 
       つまり，まずは３年間でできることを合意し確認すること 
 ５．放射線量の分布で「覚悟」，「決意」（つまりしばらく帰れない）も必要。 
 ６．現在の仮設住宅でいいか。 
   コミュニティとしての結びつきは？雇用は？ 
                 
         放射線汚染量分布＋従来の土地利用→除染計画 
    「住まい・コミュニティ／ステップアップ（漸進）計画」 2012/1/26 の提言 

そして二つのコミュニティ戦略（絆と共生と）    
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復興への道   ３‐３ ふるさと再生に向けた復興ビジョン④ 

浪江町における「町外コミュニティ」（「復興ビジョン」による） 

出典：浪江町復興ビジョン 17 



 
 

復興への道   ３‐４ 除染に向けた取り組みと国際協力 
 
          FAIRDO －Fukushima Action Research on 
           Effective Decontamination Operation－ 
 

 ・福島原発事故における「除染」の位置 
 ・原発災害に対する共同研究（ガバナンス、除染、リスク・コミュニケーション） 

 ・ドイツ「安全なエネルギー供給に関する倫理委員会」 

 ・NERISとの連携 
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    汚染地域の実情を反映した効果的な除染に関するアクション・リサーチ 

Fukushima Action Research on Decontamination Operation 
 

        放射性物質に汚染された地域の実情を理解し、欧州の知見や経験を生かしつつ、 
効果的な除染活動への寄与 

(１) 除染に関する効果的ガバナンス 
・国、県、市町村、コミュニティなど除染に係る主体間の 
  適切な情報共有・資金の流れ・役割分担等を提案 
・効果的なガバナンスに求められる要素を明確化 
・国際シンポジウム等を通じた、研究結果の国内外への 
  発信による信頼の醸成 
・サブテーマ(2)及び(3)の成果を統合的に考察し、 
  各々にフィードバック 

(２) 地域条件を反映した除染計画の 
       策定 
・長期的な追加的被曝線量（1mSv/年以  
 下）を最も効果的に達成する除染方法に 
 ついて、補足的なモニタリング、欧州モデ 
 ルへの日本の現状の反映を通じて、日本 
 型除染モデルを構築する。 

(３) 協働を促進する地域住民とのコミュ 
       ニケーション 
・地域住民の信頼の醸成、合意の形成に結び 
  つけるべき、リスク・コミュニケーション手法を 
  特定の地域におけるアプローチにより確立  
  し、除染計画の策定や見直しの際の提言に   
  つなげる。 

復興への道    ３‐４ 除染に向けた取り組みと国際協力① 

http://www.iges.or.jp/jp/fairdo/index.html （日本語）                            http://www.iges.or.jp/en/fairdo/index.html (English) 
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  FAIRDO 第1次報告「福島における除染の現状と課題」 

復興への道   ３‐４ 除染に向けた取り組みと国際協力② 



復興への道      ３‐４ 除染に向けた取り組みと国際協力③      

【提言】 
「除染」の位置づけ 
  ・「何が何でも除染」が隘路に。 

  ・欧州における「放射線防護」対策（“除染せず”も除染の選択肢）  
    →避難、健康管理、食糧管理、仕事確保－「チェルノブイリ法」、1991年ロシア   

   →除染などによる汚染物質の仮置き場や中間貯蔵場の決定ができず 

   →効果的な除染と復旧・復興の手がかり？ 

 

「除染」の課題 
•被災者のための情報共有体制の整備  

•ステークホルダー参加型の議論・決議 

 →被災者が各人で放射線リスクを判断できる体制 

 →被災者が納得できる放射線対策と復興 

•除染受注業者を含むモニタリング機能の整備・強化  

 →手抜き除染、廃棄物不法投棄への対策、信頼性の回復 

・市町村間でグッドプラクティスを共有できる体制の整備 
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復興への道    ３‐４ 除染に向けた取り組みと国際協力④ 
放射能危機管理対策に係る国際協力ネットワーク：欧州におけるステークホルダー参加の情報共有 

NERIS (European Platform on Preparedness for Nuclear and Radiological 
Emergency Response and Recovery） 

NERIS WG2 Meeting: Emergency preparedness and 
stakeholder participation NRPA, Oslo, Norway  
November 26-27, 2012  
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出典:30キロ圏 対策急ぐ 
 16原発の拡散予測図（東京新聞） 

出典:NERIS HP 



 Thank you for your attention !                    
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 結びにかえて 
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